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(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益について、第15期第３四半期連結累計期間は１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また第15期及び第16期第３四半期

連結累計期間については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第15期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期 
連結累計期間

第16期
第３四半期 
連結累計期間

第15期

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成23年３月31日

自 平成23年７月１日
至  平成24年３月31日

自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日

売上高 (千円) 2,281,726 2,942,648 3,137,071

経常利益 (千円) 54,185 298,474 121,327

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △22,767 152,900 25,450

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △23,464 153,726 24,370

純資産額 (千円) 1,304,894 1,494,721 1,352,729

総資産額 (千円) 2,632,094 3,258,735 2,836,440

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △9.75 65.15 10.88

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 49.6 45.9 47.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △33,520 161,381 307,789

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △176,088 △38,009 △226,545

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 334,142 93,036 184,069

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 1,403,967 1,761,987 1,544,216

回次
第15期

第３四半期 
連結会計期間

第16期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 30.92 25.77
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

なお、平成23年８月26日に当社100％出資により、株式会社ディーバ・ビジネス・イノベーションを設

立しております。 

 この結果、平成24年３月31日現在の当社グループは、当社及び子会社３社により構成されることとなり

ました。 

  

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（以下、当第３四半期）におけるわが国経済は、欧州の金融不安の後退に

より、円高の調整及び株価の持直しはあったものの、依然として円の水準は高く、原油高等による貿易

赤字の拡大などの懸念材料も多く、海外の影響を受ける一方、国内においては、東日本大震災後の復興

活動による持直しはあるものの、依然として原子力、電力の供給面での影響が懸念されるほか、政局の

不安定さから景気は厳しい状況で、その先行きも不透明感が継続しております。 

ソフトウエア・情報サービス産業におきましても、こうした事業環境を反映して企業のＩＴ投資に対

する慎重な姿勢が継続しており、特に会計分野のシステム投資は、各企業内で投資順位が劣後する傾向

にあることや、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用動向は流動的な状況であり、需要の見通しが困難

であるなど、当社グループを取巻く環境も厳しい状況で推移しております。 

このような状況の下、当社グループは、前期より継続して推進しております生産性の向上とコスト削

減への取組みに加え、お客様のニーズを的確に把握し、それに応えていく方針を徹底する中で、① 新

製品GEXSUSの活用による企業グループ内の会計基準の統一、② 管理連結・連結経営管理、③ 決算業務

を一括して引受けるアウトソーシングなど業務領域における多様なソリューションの提供を通じた新た

なビジネス機会の発掘や、パートナー企業との関係強化による販売チャネルの拡大を通じて受注獲得に

努めてまいりました。 

 また、連結子会社である株式会社インターネットディスクロージャーは顧客層の拡大に成功し、平成

23年８月に設立した株式会社ディーバ・ビジネス・イノベーションも大型案件を受注することができま

した。 

この結果、当第３四半期の連結業績は、売上高2,942,648千円（前年同期比29.0％増）、営業利益

322,706千円（前年同期比382.2％増）、経常利益298,474千円（前年同期比450.8％増）、当四半期純利

益152,900千円（前年同期は22,767千円の損失）となり、前年同期に比べ大幅な増収増益となりまし

た。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況
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事業形態別の売上高の状況は以下のとおりです。 

＜ライセンス販売＞ 

制度会計対応ソフトウェアパッケージ市場の成熟化に伴い、新規案件については案件数が伸び悩んで

いる上に、競争激化を反映し、価格が低下傾向にあるものの、既存顧客向けはIFRS対応案件の受注によ

る販売が拡大したこと等により、ライセンスの売上高は426,854千円（前年同期比24.8％増）となりま

した。  

＜コンサルティング・サービス＞ 

グローバル経営管理やIFRS対応といった大型案件が増加していることに加え、当期に新規設立した株

式会社ディーバ・ビジネス・イノベーションが順調に売上寄与していること等により、コンサルティン

グ・サービスの売上高は1,213,256千円（前年同期比62.3％増）となりました。 

＜サポート・サービス＞ 

新規顧客の開拓と既存顧客への追加販売により製品保守料は堅調に増加していることに加え、前期第

3四半期より本格展開している決算業務アウトソーシングサービスが売上寄与していることもあり、サ

ポート・サービスの売上高は1,141,170千円（前年同期比9.6％増加）となりました。  

＜情報検索サービス＞ 

新規顧客の開拓と検索機能の拡張等による顧客基盤の安定・強化に努めた結果、情報検索サービスの

売上高は161,366千円（前年同期比6.7％増）となりました。  

  

なお、当第３四半期の受注及び販売の状況は、次のとおりとなっております。 

 
  

 
  

①  受注状況 （単位:千円［単位未満切捨て]）

前年同四半期 当第３四半期 増減

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

 ライセンス販売 342,080 － 426,854 － 84,774 －

 コンサルティング・ 
 サービス

622,952 231,978 1,253,686 444,533 630,734 212,554

 サポート・サービス 881,205 420,596 1,037,643 493,897 156,438 73,300

 情報検索サービス 136,282 32,091 146,427 30,025 10,144 △2,065

合計 1,982,521 684,666 2,864,612 968,456 882,091 283,790

②  販売実績 （単位:千円［単位未満切捨て]）

前年同四半期 当第３四半期 増  減

金  額 金  額 金  額 増減率(％)

 ライセンス販売 342,080 426,854 84,774 24.8

 コンサルティング・ 
 サービス

747,552 1,213,256 465,703 62.3

 サポート・サービス 1,040,790 1,141,170 100,380 9.6

 情報検索サービス 151,303 161,366 10,063 6.7

合計 2,281,726 2,942,648 660,922 29.0
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当第３四半期末の資産合計は、3,258,735千円（前連結会計年度末比422,294千円増加）となりまし

た。これは主に、現金及び預金の増加217,770千円と受取手形及び売掛金の増加201,687千円により流

動資産が502,358千円増加した一方、有形固定資産の減少39,163千円やソフトウエアの減少37,938千

円等により固定資産が79,114千円減少したことによるものです。 

負債合計は、1,764,013千円（前連結会計年度末比280,302千円増加）となりました。これは主に短

期借入金の増加190,000千円、引当金の増加152,290千円、未払法人税等の増加145,499千円、未払金

及び未払費用の減少49,798千円と前受収益の減少124,389千円などにより、流動負債が393,385千円増

加した一方、社債の減少105,000千円等により固定負債が113,082千円減少したことによるものです。

また、純資産合計は1,494,721千円（前連結会計年度末比141,992千円増加）となりました。これは

主に、四半期純利益152,900千円の計上と剰余金の配当11,734千円によるものです。自己資本比率は

45.9％（前連結会計年度末は47.7％）であり、安定的な財務バランスを維持しているものと考えてお

ります。 

  

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ217,770千円増加し、1,761,987千円となりました。当第３四半期における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりです。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は161,381千円となりました。(前年同四半期は33,520千円の使用) 

 収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益298,474千円、引当金の増加額152,290千円、減価償

却費106,444千円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額201,586千円、前受収益の減少額

124,389千円、未払金及び未払費用の減少額51,672千円等です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は38,009千円となりました。(前年同四半期は176,088千円の使用) 

 支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出16,856千円、敷金及び保証金の差入による支出

12,023千円です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は93,036千円となりました。(前年同四半期は334,142千円の獲得) 

 収入の内訳は短期借入による収入290,000千円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の返済によ

る支出100,000千円、社債の償還による支出45,000千円、ファイナンス・リース債務の返済による支

出21,051千円、支払手数料の支出14,178千円等です。 

内部留保は、売上増に伴う運転資金需要や投資活動を賄うには十分な水準であり、また取引金融機

関とも円滑な関係を築いており、安定的な資金の調達・運用を行っております。  

  

(2）財政状態の状況

(3）キャッシュ・フローの状況
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当第３四半期において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更、新たに生じた課題等は

ありません。 

  

当第３四半期における研究開発活動の金額は、168,255千円であります。 

なお、当第３四半期において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

(5）研究開発活動
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  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 
  

当四半期会計期間は第３四半期期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,788,000

計 7,788,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,347,000 2,347,000
大阪証券取引所

JASDAQ
(グロース)

単元株式数 
100株

計 2,347,000 2,347,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年１月１日～ 
平成24年３月31日

－ 2,347,000 － 288,400 － 225,200

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年12月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が79株含まれております。 

  

 
  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   2,346,700 23,467 ―

単元未満株式 普通株式         300 ― ―

発行済株式総数 2,347,000 ― ―

総株主の議決権 ― 23,467 ―

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年１月１

日から平成24年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年７月１日から平成24年３月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,544,216 1,761,987

受取手形及び売掛金 521,729 723,417

仕掛品 100,351 148,641

原材料及び貯蔵品 9,500 7,250

その他 99,473 136,333

流動資産合計 2,275,271 2,777,630

固定資産

有形固定資産 173,844 134,680

無形固定資産

のれん 3,828 1,914

ソフトウエア 123,844 85,905

その他 778 703

無形固定資産合計 128,452 88,523

投資その他の資産

敷金及び保証金 191,984 204,008

その他 61,299 49,253

投資その他の資産合計 253,283 253,261

固定資産合計 555,580 476,465

繰延資産

社債発行費 5,588 4,639

繰延資産合計 5,588 4,639

資産合計 2,836,440 3,258,735

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 42,122 65,285

短期借入金 － 190,000

1年内償還予定の社債 80,000 140,000

1年内返済予定の長期借入金 5,000 －

未払金及び未払費用 201,828 152,029

未払法人税等 14,189 159,689

前受収益 674,508 550,119

賞与引当金 － 120,600

役員賞与引当金 － 31,363

受注損失引当金 5,043 5,370

その他 97,737 99,358

流動負債合計 1,120,430 1,513,815

固定負債

社債 285,000 180,000

資産除去債務 67,220 67,705

その他 11,060 2,492

固定負債合計 363,280 250,197

負債合計 1,483,710 1,764,013
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 288,400 288,400

資本剰余金 225,200 225,200

利益剰余金 842,598 983,764

自己株式 △56 △56

株主資本合計 1,356,141 1,497,307

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 △676 189

為替換算調整勘定 △2,735 △2,774

その他の包括利益累計額合計 △3,411 △2,585

純資産合計 1,352,729 1,494,721

負債純資産合計 2,836,440 3,258,735
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成23年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成24年３月31日)

売上高 2,281,726 2,942,648

売上原価 1,222,044 1,487,051

売上総利益 1,059,681 1,455,597

販売費及び一般管理費 992,761 1,132,890

営業利益 66,920 322,706

営業外収益

受取利息 355 306

未払配当金除斥益 169 249

講演・原稿料収入 247 －

物品売却益 247 －

その他 14 －

営業外収益合計 1,034 555

営業外費用

支払利息 4,264 4,961

支払手数料 7,760 17,039

その他 1,744 2,787

営業外費用合計 13,769 24,787

経常利益 54,185 298,474

特別利益

保険解約返戻金 18,451 －

特別利益合計 18,451 －

特別損失

固定資産除却損 17,062 －

事務所移転費用 41,723 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 44,250 －

特別損失合計 103,036 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△30,398 298,474

法人税、住民税及び事業税 3,009 180,929

法人税等調整額 △10,641 △35,354

法人税等合計 △7,631 145,574

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調
整前四半期純損失（△）

△22,767 152,900

四半期純利益又は四半期純損失（△） △22,767 152,900
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成23年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調
整前四半期純損失（△）

△22,767 152,900

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 △85 865

為替換算調整勘定 △611 △38

その他の包括利益合計 △697 826

四半期包括利益 △23,464 153,726

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △23,464 153,726

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成23年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△30,398 298,474

減価償却費 80,975 106,444

固定資産除却損 17,062 －

たな卸資産評価損 － 2,250

社債発行費償却 421 948

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 44,250 －

のれん償却額 1,914 1,914

引当金の増減額（△は減少） △48,860 152,290

受取利息及び受取配当金 △355 △306

支払利息 4,264 4,961

支払手数料 7,760 17,039

移転費用 41,723 －

売上債権の増減額（△は増加） 8,451 △201,586

たな卸資産の増減額（△は増加） 34,520 △48,290

仕入債務の増減額（△は減少） △8,790 23,163

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 67,618 △51,672

前受収益の増減額（△は減少） △195,934 △124,389

その他 15,270 19,428

小計 39,893 200,670

利息及び配当金の受取額 355 306

利息の支払額 △3,231 △4,426

移転費用の支払額 △41,723 －

法人税等の支払額 △28,815 △35,168

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,520 161,381

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,346 △16,856

資産除去債務の履行による支出 △75,000 －

無形固定資産の取得による支出 △44,684 △9,129

投資有価証券の取得による支出 △10,000 －

保険積立金の解約による収入 48,483 －

敷金及び保証金の差入による支出 △152,575 △12,023

敷金及び保証金の回収による収入 148,339 －

その他 △305 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △176,088 △38,009

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000 290,000

短期借入金の返済による支出 － △100,000

長期借入金の返済による支出 △7,500 △5,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △37,925 △21,051

社債の発行による収入 293,673 －

社債の償還による支出 △15,000 △45,000

株式の発行による収入 3,962 －

支払手数料の支出 △3,010 △14,178

自己株式の取得による支出 △56 －

配当金の支払額 － △11,734

財務活動によるキャッシュ・フロー 334,142 93,036

現金及び現金同等物に係る換算差額 △838 1,361

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 123,694 217,770

現金及び現金同等物の期首残高 1,280,272 1,544,216

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 1,403,967 ※1 1,761,987
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当第３四半期連結累計期間  (自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

 
  

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

 
  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、平成23年８月26日に設立した株式会社ディーバ・ビジネス・イノベーション

を連結の範囲に含めております。

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日)

(1) 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

(2) 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度

より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される

法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。 

平成24年６月30日まで 40.70% 

平成24年７月１日から平成27年６月30日 38.00% 

平成27年７月１日以降 35.60% 

この税率の変更により繰延税金資産の純額が8,482千円減少し、当第３四半期連結累計期間に費用計上された法

人税等の金額が8,482千円増加しております。

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成23年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成24年３月31日)

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,403,967千円

現金及び現金同等物 1,403,967千円

(平成24年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,761,987千円

現金及び現金同等物 1,761,987千円
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前第３四半期連結累計期間（自  平成22年７月１日  至  平成23年３月31日) 

１．配当金支払額 

無配のため、記載すべき事項はありません。 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月27日 
定時株主総会

普通株式 11,734 5.00 平成23年６月30日 平成23年９月28日 利益剰余金
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前第３四半期連結累計期間(自  平成22年７月１日  至  平成23年３月31日)及び当第３四半期連結累

計期間(自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日) 

当社グループの事業は、ソフトウエア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

  

当第３四半期連結会計期間末（平成24年３月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成24年３月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成24年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について、前第３四半期連結累計期間は１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また当第３四半期連結

累計期間については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成23年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) △9.75円 65.15

 (算定上の基礎)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △22,767 152,900

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △22,767 152,900

普通株式の期中平均株式数(株) 2,335,838 2,346,921

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

────── ──────
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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株式会社ディーバ 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社ディーバの平成23年７月１日から平成24年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年１月１日から平成24年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年７月１日から平成24
年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ディーバ及び連結子会社の平成24
年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成24年５月11日

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    遠    藤    康    彦    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    勢    志        元     印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年５月14日

【会社名】 株式会社 ディーバ

【英訳名】 DIVA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森川 徹治

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役財務担当 春日 尚義

【本店の所在の場所】 東京都港区港南二丁目15番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号）



当社代表取締役社長森川徹治及び当社最高財務責任者春日尚義は、当社の第16期第３四半期(自 平成

24年１月１日 至 平成24年３月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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